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農業所得計算しおり
記録期間　　平成　　年1月1日　～　12月31日

住所　大多喜町　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ご注意：このしおりは、現在、営農者へ直接郵送による配布は実施しておりません。
次年度のためにこのしおりをコピーして利用することをおすすめします。
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· 収入金額と必要経費の具体例
（収　入　金　額）

	科　目
	具　　　　体　　　例

	販売金額
	個人や業者に販売した金額です。運賃や手数料が相殺されて入金されている場合は、相殺される前の金額を記入します。

	家事消費
	自家消費、親戚や知人への贈与、農作業に従事した人への報酬・謝礼としての農産物。

	雑収入
	農業に関係する共済金、補償金、補助金。農作業等を手伝って得た報酬・賃金。わら等の副産物の販売収入。小額の農具等の譲渡による収入。

	農産物の棚卸高
	期首：前年収穫した農産物で、今年の１月当初に残っていたもの。
期末：今年収穫した農産物で、今年の１２月末に残っているもの。


（必　要　経　費）
	科　目
	具　　　　体　　　　例

	雇人費
	⑧
	農産物の生産や販売のための雇用労賃、雇人への交通費・賄費など。

	小作料・賃借料
	⑨
	支払小作料、ライスセンター等の利用料金、農地地代など。

	租税公課
	イ
	農業用地等の固定資産税、農業用車両の自動車税、組合費、印紙代など。

	貸倒金
	⑪
	回収不能になった売掛金、農業関連の債権貸倒れなど。

	利子割引料
	⑫
	農業用の資産を取得するための借入金利子。償還する元金は該当しません。

	種苗費
	ロ
	種もみ、苗、種いも等の購入費用。

	素畜費
	ハ
	子牛、子豚、ひななどの取得費及び種付料

	肥料費
	二
	肥料の購入費。

	飼料費
	ホ
	飼料の購入費。

	農具費
	へ
	農具、機械、器具などで１個又は１組の取得価額が１０万円未満のもの。

	農薬･衛生費
	ト
	農薬の購入費、共同防除の負担金、獣医の治療代など。

	諸材料費
	チ
	生産用のビニール、むしろ、なわ、釘、針金など。

	修繕費
	リ
	農機具や農業用の建物、車両等の修理費用。

	動力光熱費
	ヌ
	農業用の電気料、水道料等。農業用機械や車両の燃料費。

	作業用衣料費
	ル
	農作業用の作業服、雨具、長靴などの購入費。

	農業共済掛金
	ヲ
	農作物、農業用自動車等に対する共済掛金等のうちの掛け捨て部分。

	荷造運賃手数料
	ワ
	出荷や販売のための袋代、箱代等の包装費用。出荷のための運賃、市場手数料。

	土地改良費
	カ
	土地改良事業の費用。ただし、１反あたり１万円が上限。

	雑費
	ツ
	この表では分類できない経費。例：事務用品、電話代、切手など

	減価償却費
	⑩
	農業用の機械、車両、建物、構築物などの固定資産の減価償却費。


Ⅰ　農産物の作付状況

	作　付　種　目
	面積(ａ・㎡)
	収穫量(kg)
	販売量(㎏)
	家事消費(㎏)

	水　稲
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


Ⅱ　農業収入

　１　販売金額

農産物を業者や個人に販売した金額を手数料込みで記入します。

未収金となっているものは「摘要」欄に表示し、最後に集計します。

農産物名１（　　玄　　　　米　　）

	月　日
	数　量
	販売金額
	摘要

	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	
	
	


農産物名２（　　　　　　　　　　）

	月　日
	数　量
	販売金額
	摘要

	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	
	
	


農産物名３（　　　　　　　　　　）
	月　日
	数　量
	販売金額
	摘要

	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	
	
	


農産物名４（　　　　　　　　　　）

	月　日
	数　量
	販売金額
	摘要

	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	
	
	


	販売金額の合計　①
　　　　　　　　　　　　　　　　　円



２　家事・事業消費の金額

	農産物の種類等
	数　量
	販売金額

	飯　　米
	
	
	千
	円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　②
	
	
	


　・収穫した農産物を自分で食べたり、親戚等に
贈った場合には、収入金額に含めます。

・家事消費分の販売金額は、市場価格や販売実

　績を参考にして金額に換算して下さい。
３　雑収入　　

　　　雑収入は以下のようなものが対象となります。

・わら等副産物の販売金額　　・農作業受託手数料　　　・受取り小作料

・農産物の受取り共済金　　　・自主流通米や加工用米の追加清算金額

・出荷奨励金　　　　　　　　・価格安定等の補助金　　・農協等の事業配当金

	月　日
	項　　　目
	収入金額

	／
	
	
	千
	円

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	合　計　金　額　　③
	
	
	



４　農産物の棚卸高

	項　　　目
	期末残高

	
	
	千
	円

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	期末(本年末)残高　　⑥
	
	
	

	期首(昨年末)残高　　⑤
	
	
	


・期末の棚卸数量の把握
　　収穫した農産物の12月31日現在残っているものの数量を把握します。

・期末の農産物の棚卸金額の計算
(その農産物の販売金額－出荷に要する経費)

÷販売数量×期末在庫の数量

Ⅲ　必要経費

　１　雇人費

	月　日
	支払先住所・氏名
	作業内容
	支払金額
	・農産物の生産や販売のための雇人へ支払う給与や賃金のほか、食事や被服などの現物で支給した場合の費用などを記入します。

(注)家族への支払は必要経費となりません。

	／
	
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　⑧
	
	
	
	


　２　小作料・賃借料

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・小作料、農業用土地、建物の借用料、農具等の賃借料、ライスセンターや共同選果場の利用料などに要した費用を記入します。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　⑨
	
	
	
	


３　租税公課　（※家事関連費のある支出は、使用割合で按分した金額を記入してください）

	月　日
	内　　　容
	金　　額

	／
	
	
	千
	円

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	／
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,イ)
	
	
	


・農業用の固定資産税、（軽）自動車税、農事組合費、生産組合費、水利費、印紙代等農業用として本年中に支払った金額を記入します。

※所得税、町県民税、国保税、国民年金保険料などは必要経費に計上できません。

※家事関連費が含まれる場合には、農業使用割合によって必要経費分を計算してください。

	内　　容
	支払金額
	割合
	経費算入金額

	
	
	
	

	
	
	
	


　４　貸倒金

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	取引先などの資力喪失により、回収不能となった売掛金・未収金等事業の遂行上生じた債権の貸倒れによる損失を記入します。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　⑪
	
	
	
	


　５　利子割引料

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農業用資金の借入金利子や事業用資産の割賦買入による支払利子、受取手形の割引料などを記入します。

(注)元本の返済分は必要経費となりません。

	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　⑫
	
	
	
	


　６　種苗費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・種子、苗等の購入費を記入します。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ロ)
	
	
	
	


　
７　素畜費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・子牛や子豚等取得費、種付料を記入します。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ハ)
	
	
	
	


　８　肥料費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・化学肥料や堆肥用わらの購入費などを記入します。

・前年末の未払金を本年中に支払った場合や本年末の未払金がある場合には、その旨記載し、決算書に転記するときに調整します。

前年末未払金残高

円

本年末未払金残高

円



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ニ)
	
	
	
	


◎本年分の肥料費支払合計額－前年末未払金残高＋本年末未払金残高
　９　飼料費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・飼料の購入代及び自給飼料作物生産に要する費用


	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ホ)
	
	
	
	


　１０　農具費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・バケツ、スコップ、ほうき、１個または1組の取得価額が10万円未満のもの、または使用可能期間が１年未満の農具、機械、器具などの購入費を記入します。


	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ヘ)
	
	
	
	


１１　農薬・衛生費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農薬の購入費、共同防除の負担金等の支払額を記入します。



	
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ト)
	
	
	
	


１２　諸材料費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農産物の生産に直接必要なビニールシート代、袋、縄、支柱等の購入費を記入します。


	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,チ)
	
	
	
	


　１３　修繕費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農機具、農業用建物・車両などに要した修理費(大修理は除く)などを記入します。
(注)当該固定資産の価値を高めるため要した支出、または、現状回復のために要する金額を超える部分の支出は、資本的支出として減価償却の対象となります。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,リ)
	
	
	
	


　１４　動力光熱費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農業用に使用した水道料金、電気料、農業機械・車両等に要した軽油・ガソリン代等の燃料費などを記入します。
・家事用に関する部分の計算は、電気料は使用時間、ガソリン代は走行距離数などによって、農業用部分の割合を計算し、按分します。

　※右の支払記録に基づき、種類ごとに合計した金額を按分して必要経費を算出し、「12動力光熱費」の表に転記してください。

内　容

金　額

使用割合

必要経費算入額



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ヌ)
	
	
	
	

	※家事関連費のあるものの支払記録
	

	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	


　
１５　作業用衣料費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農作業に必要な衣類、長靴、地下足袋、帽子、手袋などの購入費を記入します。


	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　 eq \o\ac(○,ル)
	
	
	
	


　１６　農業共済掛金

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・水稲等共済掛金、農産物等の価格安定制度の掛金、農業用の建物・車両に対する保険料などを記入します。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ヲ)
	
	
	
	


　１７　荷造運賃手数料

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・農産物の販売に要した袋・箱・紐等の購入費や市場手数料、農協手数料、運送費などを記入します。


	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ワ)
	
	
	
	


　　１８　土地改良費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・土地改良区、水利組合の負担金のうち維持管理費などを記入します。


	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,カ)
	
	
	
	


　
１９　雑費

	月　日
	内　　　容
	金　　額
	・研修費、事務用品の購入費、電話代、切手代等上記１～17に分類できない経費を記入します。
・電話料に家事用と農業用分がある場合は、使用回数などによって使用割合を計算し、按分します。



	／
	
	
	千
	円
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	合　計　金　額　　 eq \o\ac(○,ツ)
	
	
	
	


２０ 減価償却費
（１）　いくらで購入しましたか？

	①取得価額２０万円以上の償却資産
	下記(２)計算式の共通事項へ
取得日によって計算式にあてはめて計算します。

	②取得価額１０万円～２０万円未満の償却資産（右記のＡ・Ｂのどちらかを選択する。）
	〔Ａ〕　減価償却する方法　下記(２)計算式の共通事項へ
〔Ｂ〕　３年間で１／３ずつの均等償却で全額引ききる方法

	③取得価額１０万円未満の農機具
	償却資産ではありません。農具費に計上してください。


（２）　計算式の共通事項

これからいつ取得したかによって区別して計算をしていきますが、下記①～③を確認してください。
①耐用年数と償却率　　
平成２１年申告分から主な農業用償却資産の耐用年数が７年に変更されたことに伴い、下表（抜粋）のとおり変更となりました。

	種類
	用途・構造
	細目

（主なもの）
	H20年中まで取得
（旧耐用年数）
	H21年中から取得
（新耐用年数）

	建物
	鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
	倉庫、作業場等
	３８年
	３８年

	
	金属造
	骨格材4㎜以上の倉庫作業場等
	３１年
	３１年

	
	木骨モルタル
	倉庫、作業場等
	１４年
	１４年

	
	簡易建物
	堀立造・仮設
	７年
	７年

	農林業用構築物
	主にｺﾝｸﾘｰﾄ造
	貯水槽等
	２０年
	１７年

	
	主に金属造
	果樹棚等
	１５年
	１４年

	
	ビニールハウス

（土地に固定）
	合成樹脂骨格
	８年
	８年

	
	
	金属骨格
	１５年
	１４年

	
	ビニールハウス
	簡易的なもの
	
	７年

	農機具
	トラクター
	乗用型
	８年
	７年

	
	整地用機具
	ﾛｰﾀﾘｰ、畝たて機、ﾊﾛｰ、畦ぬり機
	５年
	７年

	
	栽培管理機具
	田植機、育苗機、播種機
	５年
	７年

	
	防除用機具
	動力散布機、動力噴霧機、草刈機
	５年
	７年

	
	収穫調整用

機具
	ｺﾝﾊﾞｲﾝ、ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ、米選機
	５年
	７年

	
	
	脱穀機、籾摺り機、乾燥機
	８年
	７年

	
	運搬用機具
	動力運搬車、ﾓﾉﾚｰﾙｶｰ
	４年
	７年

	
	その他
	精米機
	１０年
	７年

	車輌
	一般用
	軽ﾄﾗｯｸ、普通ﾄﾗｯｸ（ﾀﾞﾝﾌﾟ式）
	４年
	４年

	
	
	普通ﾄﾗｯｸ（普通貨物）
	５年
	５年

	その他
	事務系
	パソコン
	４年
	４年

	耐用年数
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15

	償却率
	H19.3.31

以前取得
	0.500
	0.334
	0.250
	0.200
	0.166
	0.142
	0.125
	0.112
	0.100
	0.091
	0.084
	0.077
	0.072
	0.067

	
	H19.4.1

以後取得
	0.500
	0.334
	0.250
	0.200
	0.167
	0.143
	0.125
	0.112
	0.100
	0.091
	0.084
	0.077
	0.072
	0.067


②所有月数／１２ヶ月　　償却資産を取得した年と廃棄した年には、その年の計算を月割で行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　例：平成２２年５月に取得した場合　８ヶ月／１２ヶ月

③農業専用割合

農業と日常生活など農業との使用割合が混在している時には、使用時間や走行距離などの割合によって農業専用率を按分してください。また、複数人で共有する場合も所有権によって按分してください。
例：軽トラック　日常生活：農業＝６０％　：　４０％の場合　農業専用割合は４０％となります。
新車（品）の場合は、１３ページ（４）へ進んでください。中古の場合は下記（３）へ進んでください。
（３）　中古で取得した償却資産の場合
Ａ．取得時に耐用年数が経過済みであった資産
①まず耐用年数を次の式により算出する。　⇒　耐用年数＝法定耐用年数×０．２
②次に①で求めた耐用年数を１０ページの償却率表に当てはめ、下記計算例を参考に計算する。
※計算結果の耐用年数は、２年未満のときは２年とし、２年以上の月の端数は切り捨てます。

例１：中古のコンバイン１台を平成２３年６月に２００万円で購入した場合
①耐用年数＝取得年月が平成２３年中であるため、新耐用年数を使用。

②コンバインの場合は７年×０．２＝１．４年（２年未満は２年）
③耐用年数２年＝償却率０．５

④取得価額×償却率×所有月数／12ヶ月×農業専用割合＝その年の減価償却費
	
	取得価格(円)
	償却率
	所有月数
	専用割合
	減価償却費(円)
	未償却残高

	平成23年分申告
	2,000,000
	０．５
	6／12
	100％
	＝500,000円
	1,500,000円

	平成24年分申告
	2,000,000
	０．５
	12／12
	100％
	＝1,000,000円
	500,000円

	平成25年分申告
	未償却残高500,000円－1円＝減価償却費499,999円（1円まで償却）
	1円


例２：中古の田植機１台を平成１９年２月に５８万円で購入した場合
①耐用年数＝取得年月が平成１９年中であるため、旧耐用年数を使用。

②田植機の場合は５年×０．２＝１年（２年未満は２年）

③耐用年数２年＝償却率０．５
④取得価額×０．９（90％）×償却率×所有月数／12ヶ月×農業専用割合＝その年の減価償却費
	
	取得価格(円)
	90％
	償却率
	所有月数
	専用割合
	減価償却費(円)
	未償却残高

	平成19年分申告
	580,000
	0.9
	０．５
	11／12
	100％
	＝239,250円
	340,750円

	平成20年分申告
	580,000
	0.9
	０．５
	12／12
	100％
	＝261,000円
	79,750円

	平成21年分申告
	未償却残高79,750円－取得価格の５％29,000円＝減価償却費50,750円
	29,000円

	未償却残高が償却可能限度額（取得価格の５％）に達するまで、上記の計算式で求めます。

以後５年間で残高が１円になるまで、１／５ずつ均等償却します。

	平成22年分申告
	取得価格の５％29,000円×１／５＝減価償却費5,800円
	23,200円

	平成23年分申告
	取得価格の５％29,000円×１／５＝減価償却費5,800円
	17,400円

	平成24年分申告
	取得価格の５％29,000円×１／５＝減価償却費5,800円
	11,600円

	平成25年分申告
	取得価格の５％29,000円×１／５＝減価償却費5,800円
	5,800円

	平成26年分申告
	前年度未償却残高5,800円－1円＝減価償却費5,799円
	1円


Ｂ．取得時に耐用年数が経過中である資産
①まず耐用年数を次の式により算出する。　⇒　耐用年数＝法定耐用年数－経過年数×０．８
②次に①で求めた耐用年数を１０ページの償却率表に当てはめ、下記計算例を参考に計算する。

※計算結果の耐用年数は、２年未満のときは２年とし、２年以上の月の端数は切り捨てます。

例１：中古の軽トラック１台を平成１９年３月に６５万円で購入した場合
（※取得時　経過年数1年、専用割合　農業：日常＝８０％：２０％）
①耐用年数＝取得年月が平成１９年中であるため、旧耐用年数を使用。

②軽トラックの場合は４年　－（耐用年数経過年数１年×0.8）＝３．２年（月数は切り捨て）

③耐用年数３年＝償却率０．３３４
④取得価額×償却率×所有月数／12ヶ月×農業専用割合＝その年の減価償却費　

※専用割合が８０％であるため、未償却残高は、専用割合を乗じる前の額を取得価格から差し引いて算出。
	
	取得価格(円)
	90％
	償却率
	所有月数
	専用割合
	減価償却費(円)
	未償却残高

	平成19年分申告
	650,000
	0.9
	0.334
	10／12
	８０％
	＝130,260円
	487,175円

	平成20年分申告
	650,000
	0.9
	0.334
	12／12
	８０％
	＝173,680円
	291,785円

	平成21年分申告
	650,000
	0.9
	0.334
	12／12
	８０％
	＝173,680円
	96,395円

	平成22年分申告
	（未償却残高96,395円－取得価格の５％　32,500円）×８０％
＝減価償却費51,116円
	32,500円

	未償却残高が償却可能限度額（取得価格の５％）に達するまで、上記の計算式で求めます。

以後５年間で残高が１円になるまで、１／５ずつ均等償却します。

	平成23年分申告
	取得価格の５％　32,500円×１／５×８０％＝減価償却費5,200円
	26,000円

	平成24年分申告
	取得価格の５％　32,500円×１／５×８０％＝減価償却費5,200円
	19,500円

	平成25年分申告
	取得価格の５％　32,500円×１／５×８０％＝減価償却費5,200円
	13,000円

	平成26年分申告
	取得価格の５％　32,500円×１／５×８０％＝減価償却費5,200円
	6,500円

	平成27年分申告
	前年度未償却残高6,500円×８０％－1円＝減価償却費5,199円
	1円


例２：中古の田植機１台を平成２１年４月に７０万円で購入した場合
（※取得時　経過年数2年8ヶ月）
①耐用年数経過年数に月数があるため、月数に換算する。２年８ヶ月＝３２ヶ月

②耐用年数＝取得年月が平成２１年中であるため、新耐用年数を使用。

③田植機の場合は７年（84ヶ月）　－（経過数32ヶ月×0.8）＝５８．４ヶ月÷１２
＝４．８６年（月数は切り捨て）

④耐用年数４年＝償却率０．２５０
⑤取得価額×償却率×所有月数／12ヶ月×農業専用割合＝その年の減価償却費
	
	取得価格(円)
	償却率
	所有月数
	専用割合
	減価償却費(円)
	未償却残高

	平成21年分申告
	700,000
	0.250
	9／12
	100％
	＝131,250円
	568,750円

	平成22年分申告
	700,000
	0.250
	12／12
	100％
	＝175,000円
	393,750円

	平成23年分申告
	700,000
	0.250
	12／12
	100％
	＝175,000円
	218,750円

	平成24年分申告
	700,000
	0.250
	12／12
	100％
	＝175,000円
	43,750円

	平成25年分申告
	未償却残高43,750円－1円＝減価償却費43,749円（1円まで償却）
	1円


（４）　いつ取得しましたか？
①平成１９年３月３１日までに取得　　⇒　　下記（５）の計算へ　

②平成１９年４月　１日以降に取得　　⇒　　１４ページ（６）の計算へ　

（５）　平成１９年３月までに取得した償却資産

計算式：取得価額×０．９（90％）×償却率×所有月数／12ヶ月×農業専用割合＝その年の減価償却費
例１：コンバイン１台を平成１９年３月に３００万円で購入した場合の各年の償却例
	
	取得価格(円)
	90％
	償却率
	所有月数
	専用割合
	減価償却費(円)
	未償却残高

	平成19年分申告
	3,000,000
	0.9
	0.2
	10／12
	100％
	＝450,000円
	2,550,000円

	平成20年分申告
	3,000,000
	0.9
	0.2
	12／12
	100％
	＝540,000円
	2,010,000円

	平成21年分申告
	3,000,000
	0.9
	0.142
	12／12
	100％
	＝383,400円
	1,626,600円

	※この年分の申告から耐用年数が７年に変更になったため、旧定額法償却率も０．１４２になります。

	平成22年分申告
	3,000,000
	0.9
	0.142
	12／12
	100％
	＝383,400円
	1,243,200円

	平成23年分申告
	3,000,000
	0.9
	0.142
	12／12
	100％
	＝383,400円
	859,800円

	平成24年分申告
	3,000,000
	0.9
	0.142
	12／12
	100％
	＝383,400円
	476,400円

	平成25年分申告
	未償却残高476,400円－取得価格の5％150,000円＝減価償却費326,400円
	150,000円

	未償却残高が償却可能限度額（取得価格の５％）に達するまで、上記の計算式で求めます。

以後５年間で残高が１円になるまで、１／５ずつ均等償却します。

	平成26年分申告
	取得価格の５％150,000円×１／５＝減価償却費30,000円
	120,000円

	平成27年分申告
	取得価格の５％150,000円×１／５＝減価償却費30,000円
	90,000円

	平成28年分申告
	取得価格の５％150,000円×１／５＝減価償却費30,000円
	60,000円

	平成29年分申告
	取得価格の５％150,000円×１／５＝減価償却費30,000円
	30,000円

	平成30年分申告
	前年度未償却残高30,000円－1円＝減価償却費29,999円
	1円


例２：コンバイン１台を平成１２年３月に３５０万円で購入し耐用年数が経過済みの各年の償却例

	平成20年分申告
	取得価格3,500,000円×残存分5％×1／5＝減価償却費35,000円
	140,000円

	平成21年分申告
	取得価格3,500,000円×残存分5％×1／5＝減価償却費35,000円
	105,000円

	平成22年分申告
	取得価格3,500,000円×残存分5％×1／5＝減価償却費35,000円
	70,000円

	平成23年分申告
	取得価格3,500,000円×残存分5％×1／5＝減価償却費35,000円
	35,000円

	平成24年分申告
	前年度未償却残高35,000円－1円＝減価償却費34,999円
	1円


例３：コンバイン１台を平成１２年３月に１００万円で購入し、
残存分を均等償却（1／５ずつ）中の平成21年中に廃棄した場合の償却例

	平成20年分申告
	取得価格1,000,000円×残存分5％×1／5＝減価償却費20,000円（未償却残高80,000円）

	平成21年分申告
	減価償却費ではなく、除却損として未償却残高80,000円を全額経費とする。


例４：コンバイン１台を平成５年３月に２００万円で購入し、

平成１７年中に廃棄してすでに所有していない場合の償却例

	平成17年に廃棄
	平成18年度に除却損として、残存５％分の償却費を計上しているため該当しません。


（６）　平成１９年４月以降に取得した償却資産
計算式：取得価額×償却率×所有月数／12ヶ月×農業専用割合＝その年の減価償却費
例１：乗用トラクター１台を平成２０年１０月に４００万円で購入した場合
	
	取得価格(円)
	償却率
	所有月数
	専用割合
	減価償却費(円)
	未償却残高

	平成20年分申告
	4,000,000
	０.１２５
	3／12
	100％
	＝125,000円
	3,875,000円

	平成21年分申告
	4,000,000
	０.１４３
	12／12
	100％
	＝572,000円
	3,303,000円

	※この年分の申告から耐用年数が７年に変更になったため、定額法償却率も０．１４３になります。

	平成22年分申告
	4,000,000
	０.１４３
	12／12
	100％
	＝572,000円
	2,731,000円

	平成23年分申告
	4,000,000
	０.１４３
	12／12
	100％
	＝572,000円
	2,159,000円

	平成24年分申告
	4,000,000
	０.１４３
	12／12
	100％
	＝572,000円
	1,587,000円

	平成25年分申告
	4,000,000
	０.１４３
	12／12
	100％
	＝572,000円
	1,015,000円

	平成26年分申告
	4,000,000
	０.１４３
	12／12
	100％
	＝572,000円
	443,000円

	平成27年分申告
	前年度未償却残高443,000円－1円＝減価償却費442,999円
	1円


以下の表は（５）・（６）の計算表です。
	減価償却資産の
名称
	取得年月
	イ

取得価額
	ロ償却の基礎
金額
	耐用年数
	ハ

償却率
	ニ

本年の　償却
期間
	本年分の償却費

ロ×ハ×ニ

＝ホ
	チ

事業割合
	本年分の必要
経費算入額

ホ×チ

	
	
	
	平成19年3月までに取得の場合

（イ×90%）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	平成19年4月以降に取得の場合

（イと同額）
	
	
	
	
	
	

	
	年
	月
	
	千
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	合　　　　　計　　⑩
	
	
	


☆　お　願　い
相談に来られる際は、領収書などの資料は、経費ごと・日付順に整理してお持ちください。

特に減価償却費の資料は、新車（品）の場合は、取得価格・取得年月日・使用割合、中古の場合は、取得価格・取得年月日・使用割合・耐用年数経過年数が必ずわかるようにしてください。不明な場合は、計算ができませんのでご注意ください。
領収書などは、封筒等に入れて、このしおりと一緒に保管すると便利です。
◆伝票類は種類ごと、日付ごとに整理して７年間は保存しましょう。

　このしおりは、農業に係る収入や必要経費を日常的に記録できるように作られています。


　この記録に基づいて１年間の農業収入や必要経費を集計することで、所得税の確定申告や町県民税の申告に添付する収支内訳書の基礎資料として活用できます。


　収支内訳書等に転記後は、出荷伝票や領収書等と一緒に保管しておきましょう。





※記帳の上での留意事項


　収入と支出(必要経費)をその事項が発生した都度、それぞれの分類欄に記帳するようになっています。分類が不明確なものについては、項目を追加するなどしてご使用ください。年末には科目ごとの合計金額を計算して、内訳書等の同じ番号や記号の欄に合計金額を収支内訳書に転記してください。





　１　農産物の作付状況


　　　・作付面積、数量、金額を作物別に記入します。


　２　農業収入の注意点


・国から交付されている「米戸別所得補償モデル事業」や「水田利活用自給力向上事業」などの交付金も雑収入となります。


・家族が食べる分や親戚への贈答分も農業の収入になります。家事消費分は、販売分とは分けて記録します。この記録帳では１年分を一括で見積もって計算します。


　３　本年の必要経費


　　　・委託耕作料や地代は、相手の住所や名前の申告が必要です。


・農地等の農業に係る固定資産税は、必要経費とすることが出来ます。


農地に係る税額は、「固定資産税課税明細書(６月に送付済み)」によって計算できます。





　    問合せ先:　大多喜町役場　税務住民課課税係　TEL 82－2122














ご注意！！


国から交付されている「戸別所得補償モデル事業や水田利活用自給力向上事業」の交付金は雑収入となります。
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